
東日本建設業保証㈱群馬支店より

群馬県内公共事業量の対前年度比較
（平成25年4月～7月）

「見通し」…将来の経営計画・雇用計画が立つ期待

→技能労働者の賃金引上げ、社会保険への加入徹底

60.629,10248,04377,145請負金額
（単位：百万円）

30.86542,1242,778件数
（件）

増減率
(％)

増減額前年度当年度

□上向き出した期待値を更に高めるための活動
□「ものづくり」の中身が問われる時代
□事業量の急激な増減はなじまない業界
□「見通し」「報い」「やりがい」の３本の矢
を見据えながら活動の展開

□３本の矢をまわしながら、地方建設業の再生
□地方経済･雇用の受け皿として大きな割合を
占める建設業界の再生こそ「地方の再生」の
基礎

□災害時に出動する人員･資機材とも、１０年
前より２４.８％，２０.７％減少

□撤退した建設会社数を乗じれば、半減以下
□災害対応空白地帯(除雪･集中豪雨対応体制)
□若手技術者の入職が減少
□５０代以上が大半,１０年後は技術伝承も危
うい

□国土強靭化、大型補正予算を含めて、事業量
の減少が下げ止まった（２月以降）

□設計労務単価の引上げの効果

Point Point

□新年度に入り、継続的に事業量が確保
□ロットも大型化
□７月は前年度比９２％の高い伸び(金額ベース)
□緊急経済対策の効果
□作業員の給与引き上げの動き(年間を通して)
□新規入職者も見込まれる
□生産性の向上・労務単価引上げは両輪
□若年技術者の資格取得期間の短縮の効果
□技術･技能労働者不足が懸念
□資材の値上がり
□企業の利益減少

「やりがい」…技術者のモチベーションの向上

→ 受験に必要な実務経験年数を2年短縮

Point

【労務単価の引上げの波及状況予測】

「報い」…努力をした人が報われるという期待

【若年者（24歳以下）の採用状況】

１ 2 3 4
H25.5.16

目標を支えるための具体的行動＝事業計画

いいものを
つくる役割

地域に貢献
する役割

人を大切に
する建設業

H24.11.15
施工技術発表会

H25.5.30
道路クリーン作戦

②今年の夏頃から
波及すると思う。
･･･４％

⑤波及の時期は、今後
の工事発注量による
と思う。
･･･６７％

①今年の４月から
波及している。
･･･１％

⑥その他
･･･１％

④来年の春頃から
波及すると思う。
･･･１４％

③今年の秋頃から
波及すると思う。
･･･１３％

H24.3 災害応急対策業務に関する基礎調査
348社中 回答317社／群馬県建設業協会調べ

設計労務単価の引上げ等に関する調査
調査日H25.5.31 342社中 回答307社／群馬県建設業協会調べ

④若年者は、直近１０年間
は採用していない。
･･･３１％

③若年者は、直近５年間
は採用していない。
･･･２６％

②若年者を定期的に
採用している。
･･･２６％

⑤その他
･･･１１％

①若年者を毎年採用している。
･･･６％

群馬県建設産業専門団体連合会

H24.3

H24.7 土木施工管理技士に関するアンケート調査
348社中 回答290社／群馬県建設業協会調べ

H24.7

H25.5.16

H25.7

① ８／２０の「景況感等に関する緊急アンケート調査」でも景況感にバラつきがあるが、消費増税は財政再建の重要な第一歩。メリット、デメリットを考えた消去法であっても進めるべき。
② 進めることは中長期的な公共事業量の確保に繋がり、疲弊した転換期にある業界の再構築になる。（企業、業界の将来像を描くためのキャンバスの前にやっと立つことができる。）
③ 「３.１１東日本大震災」の教訓を風化させずに、国土の強靭化を具体的な計画を立てて進めるべき。また激化する国際間競争、地域間競争に打ち勝つためには、インフラ整備が必要。
④ 公共事業に対する国民の正しい理解を得るため、「真に必要な事業の選別」、「技術と経営に優れた企業が生き残っていく調達の仕組み」へのあくなき取組みが必要。

総

論

（抜粋）

（抜粋）

（抜粋）

H25.6.20

H25.3.29
H25.7.26

【昨年同期に対する売上高】

346社中 回答326社／群馬県建設業協会調べH25.8.9～8.20 景況感等に関する緊急アンケート調査

Point

□売上高「上昇･やや上昇･横ばい」が６９％
□営業利益「上昇･やや上昇･横ばい」が６６％
□売上･営業利益とも地域によってバラツキ
□売上増に対して営業利益増の率が低い
□夏の賞与「増加･やや増加･同率」が８７％
□消費増税に対しては「賛成」が４３％
□その他の内訳でやむを得なく増税が３％弱
□消費増税は規模によって見解が相違

（抜粋）

【10年前と現在の災害対策基礎人員の比較】

＜国の経済対策について（抜粋:5/97）＞
・個々の会社が設備投資できるような対策を。
・世論やマスコミで報道されているほどの景気の回復は実感がない。
・零細企業者にとっては不安感。
・一過性でなく、継続的な公共投資が必要。
・労務単価が上昇し賃金は上げ、燃料資材の高騰の影響を受け、相変わらず大変厳しい。

＜消費税の段階的な引き上げについて（抜粋:5/111）＞ →
・１日も早く引き上げるべきだと思う。そして若者から社会保障への不安を取り除いてやる。
・基本的には賛成。ただし円安による材料高、仕入高などの仕入原価の高騰を抑えるなど、対策が必要。
・国の財政の現状を見るとやむを得ないと思うが、中小企業にとっては厳しい。
・景気の動向に十分配慮して引き上げの時期を検討して欲しい。
・段階的な引き上げについては信任しがたい。決めた政策は確実に実行することが大事。

（抜粋）

【昨年同期に比べた営業利益】 【昨年に比べた夏の賞与支給額】
上昇
･･･７％

下降
･･･１１％

やや上昇
･･･２９％

横ばい
･･･３３％

やや下降
･･･２０％

上昇
･･･５％下降

･･･１４％

やや上昇
･･･１８％

横ばい
･･･４３％

やや下降
･･･２０％

増加
･･･８％

減少
･･･６％

やや増加
･･･３０％

同率
･･･４９％

やや減少
･･･７％

賛成60・反対35・やむを得ない16

＜最近の状況＞
□公共建築 不調不落･民間建築 見積辞退
□工事粗利益率の低下
□９月契約件数が急増･工期の長い工事敬遠

【自由意見】

【消費増税に対する賛否（全社）】

緊急経済対策

【消費増税に対する賛否（完工高別）】

人材不足(若手)
資材高騰などで不安定

「中長期的な展望」があれば足腰の強い業界へ

若い人に魅力のある産業に踏み出す第一歩
（財政の健全化･将来を見通せる社会保障）

※厳しい中でも決められたこととして覚悟が
できてきた（消費税･急激な路線変更の感
は否めない）

【10年前と現在の建設機械保有数の比較】

60歳代

50歳代

40歳代

30歳代

20歳代

70歳代

235人
21％

333人
29％

211人
19％

239人
21％

63人
6％

49人
4％

282人
14％

765人
38％

557人
27％

377人
19％

16人
1％

26人
1％

【技術者の年齢構成】

１級（計2,023人） ２級（計1,130人）

（まとめ）

５４％賛成

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

「賛成」 「反対」

（３２３社）

１０～３０億円以上
（５４社）

２～５億円以上
（８５社）

２億円未満
（１００社）

５～１０億円以上
（６１社）

３０億円以上
（２３社）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

「賛成」 「反対」

2％ 11％ 30％ 17％ 20％ 7％ 10％ 3％

大いに賛成 賛成 やや賛成 やや反対 反対 大いに反対 分からない その他




